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ペティの『賢者一言』と戦時租税論
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William Petty was of great importance as a writer and thinker during the 1600s in England. His main published 
works on taxation were A Treatise of Taxes and Contributions (1662) and Verbum Sapienti (1691).

The brief Verbum Sapienti was printed as an appendix to The Political Anatomy of Ireland (1691). Verbum 
Sapienti stressed the importance of taxing equitably to pay for The Second Anglo-Dutch War (1665-1667).

Our concerns here are Pettyʼs opinions on taxation in Verbum Sapienti.

1　はじめに

ウィリアム・ペティ（William Petty）は，イギ
リスの17世紀重商主義期において，経済学，財政
学，統計学に関する多くの著作を公刊した。それ
らのうち，財政的著作としては，『租税および貢納
論』（A Treatise of Taxes and Contributions, 1662）
と『賢者には一言をもって足る』（Verbum Sapienti, 
1691）（以下，『賢者一言』と略称）が主要な体系
をなしている。これら両著作は，その成立の社会
的諸事情において相通ずるものをもち，しかもそ
の主題においても一致している。すなわち，両著
作とも，当時のイギリスにおける最大かつ緊急の
経済問題であった財政の基礎確立のための租税政
策を提示する目的をもって執筆されたものである。

『租税および貢納論』をペティの租税論と呼ぶなら
ば，『賢者一言』はかれの戦時租税論と呼ばれるべ
き著作であるといってよい。

イギリスは，1652年からの第一次対オランダ戦
争につづき，第二次対オランダ戦争（1665-1667
年）に当面した。この戦争は，イギリスにとって
は苦戦となることが予想され，また同国の財政も
危機に瀕していた。そこで，イギリスは，この戦
争に勝利するためには豊富な戦費の確保が不可欠
であるとして，巨額の戦費調達の方策を講じた。
しかし，ペティの眼には，こうした政府によって
採用された戦費調達方法は妥当性を欠くものとし

て映った。そこで，ペティは，かれが新たに考案
した政治算術的方法（数量的分析方法）を駆使し
つつ，新たな合理的戦費調達方法を示す目的をもっ
て『賢者一言』を執筆したのである。

2　戦時における公共経費の調達方法

17世紀初頭より，オランダの台頭は目覚ましく，
漁業・海運業・外国貿易に基づいて著しく繁栄し，
その中頃にはどのような国をも寄せつけないほど
の強国に成長していた。第二次対オランダ戦争は，
第一次対オランダ戦争と同様に，世界貿易の至上
権を掌中に収めて覇権国となっていたオランダに
対する，後発国イギリスの武力による挑戦であっ
た。イギリスのオランダに対する宣戦布告は，1665
年3月4日に発せられたが，戦費を調達するため
の準備はその前年からすでに始められていた。政
府によって策定された戦費調達の方法は，①月割
税（Monthly Assessment）を新たに追加徴収する
こと，②炉税（Hearth Tax）を担保としてロンド
ン・シティから借入をすること，③炉税の直接徴
収制を放棄して徴税請負制を採用することにより，
請負人（farmers, undertakers）からの前貸しを得
ること，を柱とするものであった (1) 。まず，①に
ついては，開戦直前の 1665 年 2 月に，月額 6 万
8,819 ポンドが 3 年間課せられて総収入額 247 万
7,500 ポンドをもたらす，36 か月の月割税（ 36 
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monthsʼ Assessment）の徴収が決定された。さら
に，戦争が開始された同年の10月には，月額5万
2,083ポンドが2年間課せられて125万ポンドの総
収入額をもたらす，24か月の月割税（24 monthʼ 
Assessment）の徴収が決定された(2)。②について
は，戦争開始前年1664年の7月と11月に，それぞ
れ6％の利子で10万ポンド，合計20万ポンドの借
入が行なわれた(3)。③については，1666年3月に，
政府によって請負制度が導入され，請負金額14万
5,000ポンド，期間は7か年で，25万ポンドの前貸
を得ることが予定された (4) 。

ペティが『賢者一言』で批判している政府によ
る戦費調達方法とは，とくに月割税である。この
直接税は，内乱期の1645年に長期議会によって導
入されて以来，重要な財源として位置づけられ，
採用されてきた。この租税は，もともとすべての
動産・不動産収入に課税することを意図して導入
されたが，動産所有者が不正な手段によってその
負担を巧妙に逃れ，実際には土地所有者のみが負
担するものと化していた。また，この租税は，あ
らかじめ決定された総税収額を，各州・都市の間
で経済力＝租税力に応じて負担額を割り当てる方
式のものであった (5) 。しかし，実際には，負担額
の各地域への割当は経済力の大きさに比例するこ
となく，不均衡に行なわれた。その結果，この租
税の地域間での負担は，不公平で不公正なものと
なっていた (6) 。ペティが『賢者一言』で直接批判
しているのは，一部の特定の者（地主・借地農）
にのみ賦課され，また各地域間での負担の配賦が
不公平な，月割税に基づく戦費の調達方法である。

ペティは，新たなオランダとの戦争の戦費を月
割税で調達することに対して，「多くの人が，……
毎月わずか700万ポンドの租税の調達に貢献する
ため，その全資産の10分の1を強制的に支払わさ
れている」(7)と述べている。この引用文の意味する
ところは，月割税によって戦費を調達するため，
地主と借地農だけが地代収入の10分の1を同税の
支払いに当てるという重荷を負わされている，と
いうことである。また，ペティは，「もしオランダ
との戦争が，昨年通りの価値を支出しながら，も
う2年もつづくならば，陛下が債務を起したまわ
ざる限り，これらの人たちは，1665年のクリスマ

ス以降，自己の全資産の3分の1を支払わねばな
らないという事態が生ずるにちがいない」(8)と述べ
ている。さらには，「現在の方法にしたがえば，人
によっては当然に支払うべきもの，または支払う
ことを要するものの4倍も多くを支払うことにな
り，この不釣合いは，租税についての真実の，し
かも至極もっともな苦情の種であり，たまたま租
税が巨額で，けたはずれになると，どうしてもそ
う感じられるのである」(9)とも述べている。こうし
て，ペティは，月割税をオランダとの戦争の戦費
調達手段として用いることに反対し，それに代わ
る別の合理的方法を具体的に示そうとする。それ
は，あらゆる国民がそれぞれの租税力に応じて戦
費の負担に参加することを要請する内容のもので
あった。

ペティは，『賢者一言』の序論において，戦費を
含む公共経費を特定の者からだけではなく，イギ
リスのすべての人々から幅広く調達することが妥
当であることを示唆している。すなわち，「もし公
共的経費が〔あらゆる人々の間に〕比例的に課せ
られるならば，たとえ租税が月額25万ポンドに増
額される場合でさえも，自分の全財産の10分の1
以上を支払う人は一人もいないはずである」(10)

（〔　　〕内は筆者）と。ペティは，こうした基本
的な考えを前提として，まず，当時のイギリスの
公共経費を経常経費と臨時経費（戦費）に分け，
それぞれ次のように算定する。経常経費は総額100
万ポンドで，その内訳は，海軍20万ポンド，軍需
品・火薬6万ポンド，陸軍・守備隊29万ポンド，
その他45万ポンドである。臨時的戦費は総額300
万ポンドで，海軍が200万ポンド，陸軍が60万ポ
ンド以下，その他が50万ポンド以下である (11) 。

次に，ペティは，総額400万ポンドの公共経費
の調達方法の具体的な検討に移る。まず，ペティ
は，イギリスの人口を600万人，国民1人当たり
の支出額を6ポンド13シリング4ペンスと推定し，
したがって国民総支出額を4,000万ポンドと算定
する(12)。つづいて，ペティは，イギリス全体の収
入の算定を行う。まず，資産による収入について，
不動産（土地，家屋，船舶，家畜など）と動産（貨
幣，製品，商品，食器類，家具など）とを合わせ
た一切の資産から生ずる収入を，年に1,500万ポ
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ンドと推定する(13)。このままでは，国民の総支出
額が4,000万ポンドで，資産による収入は1,500万
ポンドであるので，2,500万ポンドの収入の不足分
が生ずる。この収入の不足分を埋め合わせる方法
について，ペティは，次のようにいっている。「国
民の資財または富からの年々の所収が，1,500万ポ
ンドを生み出すのにすぎないのに，その支出が
4,000万ポンドであるとすれば，その場合には，人
民の労働が，残りの2,500万ポンドを提供しなけ
ればならないことになる」(14) と。ここで，ペティ
は，労働による収入を考えているのである。ペティ
は，イギリスの労働人口を300万人と推定し，そ
の労働によって生み出される年間の収入総額は
2,500万ポンドと算定する (15) 。こうして，ペティ
は，資産による収入（地代，家賃，利子など）が
1,500万ポンド，労働による収入（賃金）が2,500
万ポンド，イギリス全体の収入が4,000万ポンド
であると算定する。

しかしながら，上記のようなペティの査定プロ
セスには，問題が存している。というのは，国民
総支出額4,000万ポンドから財産よりの収入1,500
万ポンドを控除した残額2,500万ポンドは，労働
による収入によって賄われるべき国民支出部分で
はあるが，労働による収入の全額ではない。すな
わち，2,500万ポンドが労働による収入の全額であ
るためには，4,000万ポンドは，国民総支出額では
なくして，国民総収入額でなければならない。し
かし，この4,000万ポンドはもともと総支出額と
して算出されたものであったにもかかわらず，そ
れがいつのまにか総収入であると考えられている。
すなわち，ペティは，ここで，総支出と総収入と
を同一視しているのである。しかし，国民総支出
と総収入とは必ずしも一致せず，通常，総収入は
総支出よりも大であろう。なぜならば，収入をす
べて消費に向けてしまうことはそれほど一般的な
ことではなく，貯蓄される部分が多少とも存在す
ると考えられるからである。こうした点を考慮す
るとき，ペティの査定プロセスをそのまま全面的
に受け入れることには無理があるといわなければ
ならない(16)。しかし，ペティは，上記のような政
治算術的方法に基づいて，総収入と総支出とを同
一のものとして捉え，租税負担配分方法について

検討する。
すでに述べたように，ペティは，すべての国民

が公共経費の負担に全面的に参加すべきであると
考えていた。したがって，国民の収入は資産から
の収入と労働からの収入とからなると考えたペティ
にあっては，当然に租税負担はこれら両者に配分
されることになる。そして，その配分の割合につ
いては，総収入に占める資産による収入1,500万
ポンドと労働による収入2,500万ポンドの割合に
応じて，3対5とすべきであると考える。ここで，
ペティは，明らかに，労働と資産とを税源として
質的に同等のものとして捉えようとしている (17) 。
換言すれば，ペティは，労働者を資産保有者と同
様に，租税を支払うことができる潜在的能力をもっ
た階層として理解しているのである(18)。こうした
観点から，ペティは，労働に対して課税されてい
ない現行税制を，「租税負担を過去の財産にかけよ
うとし，現存の諸々の能力〔労働〕を無視してい
る」（〔　　〕内は，筆者），また，「貧民に対する虚
偽の慈悲心が，……かれらの怠惰をゆるしてい
る」(19)といって批判している。ペティにあっては，
労働も資産と同様に，公共経費に対して貢献すべ
きものであったのである。しかも，ペティは，さ
ほどの困難をともなうことなくこのことが可能で
あるとして，「もし，イギリス臣民が，……20分
の1だけ多く働き，20分の1だけ少なく消費する
ならば，かれらは自分たちの国王をしてその現有
軍事力に二倍するものを維持せしめるであろう」(20)

といっている。そして，その具体的な方法につい
て，ペティは，「労働者は，1日当たり10時間働き，
1週当たり就業日には3回，日曜日には2回，20回
の食事をとる。このことから，もしかれらが金曜
日の晩に断食し，そして11時から1時まで，2時
間もかかる食事時間を1時間半にすることができ
るならば，それによって労働が20分の1増加し，
消費が20分の1減るから，上述の10分の1は調達
されうるであろう」(21)と述べている。ようするに，
ペティは，労働者が現在よりも労働時間を20分の
1増加させ，消費量を20分の1削減させれば，さ
ほどの困難もなく資産保有階層と同じ負担率で租
税を支払うことができる，というのである (22) 。

ともあれ，ペティは，政治算術的方法によって
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公共経費が資産保有者と労働者の二つの階層によ
り3対5の割合で分担されるのが妥当であること
を導き出した。つづいて，ペティは，この算定さ
れた数値を根拠にして，「もし国民の支出が4,000
万ポンドであるとすれば，この全体のうちから400
万ポンド，すなわち10分の1を政府の必要のため
に別にしておくことは，すでに現在多くの人たち
に対してなされているのと同様の苦難であるとし
か思われない。しかしながら，その400万ポンド
のうち，100万ポンドあれば経常的支出が賄われ，
300万ポンドあれば臨時的戦争支出が賄われる」(23)

と説く。ペティによれば，まず，経常経費100万
ポンドについては，資産保有階層と労働者階層と
がそれぞれに稼得している年間収入の大きさに応
じて，したがって資産から37万5,000ポンド，国
民から62万5,000ポンドがそれぞれ調達されるこ
とになる。資産への課税による37万5,000ポンド
の内訳は，地租（Land-tax）が21万6,000ポンド，
家畜などに対する租税（Levy on the Cattel）が5
万4,000ポンド，動産税（Assessments upon Personal 
Estates）が6万ポンド，そして家屋税（Levy on 
the Housing）が4万5,000ポンドである(24)。また，
600万人と推定されている国民への課税による62
万5,000ポンドの内訳は，年間一人当たり19ペン
スの内国消費税（Excise）が47万5,000ポンド，
年間一人当たり6ペンスの人頭税（Poll-tax）が15
万ポンドである(25)。なお，ペティが，ここで労働
への課税としないで国民への課税としているのは，
内国消費税と人頭税が，形式的には300万人の労
働者だけではなく，600万人の全国民を対象に課
せられる租税であるからである。

臨時的戦費である年間300万ポンドについては，
ペティは，先の経常経費の場合と異なり，その具
体的な課税方法については論述していない。しか
し，経常経費の調達方法に照らして，300万ポン
ドを，3対5の割合で，地租・動産税などによる資
産への課税で112万5,000ポンドを，内国消費税・
人頭税などによる国民への課税で187万5,000ポン
ドを賄うことを予定していたと考えてまちがいな
いであろう (26) 。

こうして，ペティは，第二次対オランダ戦争時
の戦費を含めた公共経費400万ポンドの合理的調

達方法について検討し，課税の対象を労働にまで
広げ，適切な課税方法を採用することによって，
国民の支出総額の10分の1を徴収するならば，十
分な租税収入が得られることを示した。しかも，
ペティは，この方法は，労働を5％増大させ，消
費を5％削減させることで達成されるものである
から，貧民にとってもそれほど大きな負担とはな
らないと考えていた。その場合に，租税の種類と
しては，地租・家畜などへの租税・動産税・家屋
税・人頭税・内国消費税などが適当であると考え
ていた。そして，ペティは，これらの諸税によっ
て課税における公平がもたらされるばかりではな
く，次のような副次的利益があることを指摘して
いる (27) 。
①　家屋税：煙突によって家屋を評価すれば，そ

れらの改善および荒廃の状態を十分に明らかに
することができる。

②　地租：支払額を年々の賃料にではなく全価値
に比例させるようにすれば，資産が家屋であっ
ても，それが土地である場合より以上に租税を
支払わなくてもよくなる。また，それが財貨で
ある場合よりも，かなり少なく支払うこともな
くなる。

③　動産税：他国におけるのと同様に宣誓に基づ
いて課税されるならば，この租税の不明瞭であっ
た部分を十分に明瞭化することができる。

④　人頭税：単純・普遍的な人頭税は，イギリス
王国の偉大なる富と力量，すなわち国民につい
ての状況を明らかにすることができる。また，
称号・位階に対する人頭税は，世人が分不相応
にゆきすぎて高位につくのを阻止するであろう
し，同時に真に価値のある人を奨励することに
役立つ。
こうして，ペティは，第二次対オランダ戦争の

ための戦費調達方法について，資産に対する地租・
家畜などへの租税・動産税・家屋税，国民に対す
る内国消費税・人頭税こそが最善であることを力
説する。そして，この提案の内容は，第三次対オ
ランダ戦争（1672-1674年）の直前から戦後にか
けての1671年から1676年までの間に執筆された
といわれている『政治算術』（Political Arithmetick, 
1690）においても，基本的にはほぼそのまま踏襲
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されている。

3　『賢者一言』における租税論の特質と意義

ペティによる『賢者一言』は，『租税および貢納
論』において展開された租税に関する基本的な考
え方を踏まえて執筆された，戦時租税論をその内
容とする論策である。この論策では，社会経済現
象の数量的観察・表章が実際に行われている。す
なわち，『租税および貢納論』でも，国富について，
また国民の支出などについて，正確に算定するこ
との必要と重要性とがしばしば繰り返されていた。
しかし，この論策においては，それらが実際に算
定され，おびただしい数字となって配列されてい
る。ペティにとって，税源としてのイギリスの富
を客観的に計量することは，租税負担の公平につ
いて論じる場合の不可欠な前提をなしている。こ
の論策では，それを実際に行うことによって，『租
税および貢納論』の趣旨を一層徹底させているの
である(28)。そして，ここでの国富算定の直接的な
ねらいは，公平な租税負担による税収増大の可能
性を示すことであり，それまでの土地に対する課
税の偏りを排して，労働に対する課税の可能性を
示すことにあったのである (29) 。
『賢者一言』において展開されている租税論の内

容は，『租税および貢納論』におけるそれとは，い
ささか異なった点をもっている。第1に，租税負
担配分原理における見解に違いが見られる。国家
はどのような根拠で課税を行なうことができるの
か，あるいは租税負担の配分はどのような基準に
依拠して行うべきであるのかという課題は，租税
論における中心的論点である。ペティは，『租税お
よび貢納論』において，租税の根拠については明
確に述べていない。しかし，ペティが，種々の課
税方法を論ずる際に，「国民が，統治され保護され
るために，さらに自分たちの君主や国土の名誉の
ために，不可欠とされるものに対する正当な分け
前を支払うことに満足し，それに不服がないもの
としよう」(30) といっていることから推察して，基
本的には，先師ホッブズ（Thomas Hobbes）と同
様に，租税利益説（benefit theory）をとっている
と考えてよいであろう(31)。したがってまた，租税

負担配分原理については，「人は，公共の平和に浴
する分け前と利益とに応じて，……公共的経費を
貢納すればそれでよいということは，一般になに
びとといえども承認するところである」(32) ，また

「名人は自分自身のために取得し，現実に享受する
ところに応じて貢納すべきものなのである」(33) と
いっていることから，応益課税原則（benefit taxation 
principle）の立場をとっていると考えてよい。し
かし，ペティは，『賢者一言』においては，労働者
を資産保有者と同じく租税を負担する潜在的能力
をもった階層として捉え，応分の負担をすべきで
あることを説いている。こうしたペティの見解は，
租税負担の基準を納税者の負担能力に求める租税
負担配分原理における応能課税原則（ability-to-pay 
taxation principle）が，素朴な形で示されたもの
であるといってよいであろう(34)。しかも，ここで
は，この立場が前面に強く押し出されている。一
般に，租税の根拠としての租税義務説（obligatory 
theory）は租税負担配分原理の応能課税を志向し，
租税利益説は応益課税に結びつく。しかし，租税
利益説は，応益課税に結び付くだけではなく，応
能課税をも導く場合もある(35)。ここでのペティの
見解は，まさにそのケースであり，課税の根拠は
公共サービスからの受益の存在に求められている
が，租税負担配分は負担能力に応じて行うとする
のである。

第2に，『租税および貢納論』においては，消費，
享受利益あるいは富という概念は登場していたが，

「収入」という概念は見当たらない。しかし，ここ
では，この「収入」という概念が新たに登場し，
しかも，ペティの租税負担の配分方法において重
要な役割を果たすに至っている (36) 。

第3に，『租税および貢納論』においては，内国
消費税以外の租税を原則的に否定していたのであ
るが，ここでは，内国消費税以外の租税を理論的
に容認するに至っている。この点は，『租税および
貢納論』における租税論との最大の違いであると
いってよい。

ペティは，『租税および貢納論』においては，各
種の租税の適否を検討し，内国消費税をもって自
然的正義に適う最も合理的なる租税であるとして
支持し，それ以外の租税についてはほとんどすべ
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てを否定している(37)。このかぎりにおいては，ペ
ティは，理論的にはあたかも内国消費税単税論者
であるかのごとくである。また，後年の『政治算
術』においては，その現実的可能性を論証するこ
とに努めている。しかし，いまや，ペティは資産
に対する租税として地租・家屋税・動産税などを，
国民に対する租税として人頭税・内国消費税を提
案しており，内国消費税以外の租税が認められる
ことになっている。しかし，このことをもって，
ペティが，内国消費税重視の考えを放棄してしまっ
たと断定するのは早計であろう。ペティは，『賢者
一言』においても，依然として内国消費税中心主
義の考え方を変えていないのである(38)。上述した
ように，ペティは，国民全体の資産よりの収入と
労働よりの収入の割合を3対5と推定し，これに
基づいて租税を3対5の割合で資産と労働に対し
て課税されなければならないと説いた。そこで，
経常経費100万ポンドを賄うためには，37万5,000
ポンドは資産に対して，62万5,000ポンドは労働
に課税されなければならないこととなる。資産に
対する租税としては，地租・家屋税・動産税など
が，労働に対する租税としては，人頭税と内国消
費税が考えられている。国民に対する租税62万
5,000ポンドの内訳は，人頭税が15万ポンド，内
国消費税が47万5,000ポンドであった。したがっ
て，租税収入総額中に占める内国消費税収入の割
合は，50％に達する。臨時的戦費300万ポンドに
ついても，同様に考えてよいであろう (39) 。

こうして，ペティは，『賢者一言』においても引
き続いて内国消費税を租税体系の中核に置いてい
るのである。そして，第二次対オランダ戦争の約
10年後に執筆された『政治算術』においても，イ
ギリスの経済力増大の立場から，内国消費税の重
要性が強調されている。しかし，ペティが，ここ
で，内国消費税以外の諸税を明白に容認するに至っ
たことは，その租税論における一つの大きな修正
であるといわなければならない (40) 。このような，
ペティにおける内国消費税についての主張の修正
の問題は，『租税および貢納論』と『賢者一言』と
がともに租税問題を取り扱った時事の論策である
にもかかわらず，前著は租税に関する原理論的な
性格をもっており，後著は対オランダ戦争時の戦

時租税論＝戦費調達論であったという，両論策の
基本的性格の差異によるものと思われる。

なお，上述したようなペティの内国消費税中心
主義の修正論の中に，いまだ粗雑ではあるが，現
代的な補完的租税体系の構想の萌芽を見出すこと
ができる。すなわち，ペティが『賢者一言』で提
案している内国消費税以外の諸税の容認は，当時
の租税制度の問題点であるとされていた，負担に
おける不均衡に対する改善方法の一つでもあった
と解される。ペティによれば，この不均衡こそが，
国民の間の「租税に対する真の，かつ最大の不満
の種」と映ったのである。そこで，ペティは，現
行租税制度に付随している租税負担の不均衡の問
題を，内国消費税を中核としつつこれに人頭税を
加え，あるいはあらゆる種類の資産から得られる
収入に対する租税をも追加することにより，いわ
ばタックス・ミックスを通じて解決しようとして
いたとも考えられる (41) 。

4　むすびにかえて

『賢者一言』は，商権獲得をめぐって戦われた第
二次対オランダ戦争にイギリスが勝利するために，
焦眉の急を告げる戦費を合理的に調達する方法を
示すことを目的として執筆された小論策である。
ペティの提示した戦費調達案は，ときの政府によっ
て採用されることはなかったが，その後の租税論
あるいは租税政策に大きな影響を及ぼすものであっ
た。

ペティは，戦費調達上の租税主義に立脚して，
戦費は公債によることなく租税によって調達され
るべきであるとの基本的立場をとっている。この
ことは，『政治算術』においても示唆されているが，
本論策においてはより詳細かつ具体的に論述され
ている。後年のイギリスにおいては，ドイツにお
ける公債主義とは反対に，戦費といえどもできう
るかぎり租税をもって賄うべきであるとの立場が
伝統的に形成された。こうした租税中心主義の戦
費調達方法は，18世紀の中葉に登場する古典学派
のアダム・スミス（ Adam Smith ）およびデイ
ヴィッド・リカード（David Ricardo）などの所説
を遵奉したものである (42) 。これに先だって，ペ
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ティが戦時における租税中心主義を主張したこと
は，イギリス租税学説史上において評価されるべ
きであろう。

また，ペティは，戦費を主として内国消費税に
よって調達すべであることを提案しているが，こ
れについても，当時にあってはきわめて異例で大
胆な内容のものであった。というのは，王政復古
期においては，チャールズ二世の意思により，前
期ステュアート朝の財政方式が踏襲され，経常経
費は内国消費税・関税（Custom）・炉税などの間
接税で，臨時的経費は月割税・補助金（Subsidy）・
人頭税などの直接税で調達するということが通例
となっていた。ようするに，内国消費税のような
間接税ではなく，月割税のような直接税で臨時的
経費を賄うというのが，財政運営を支配していた
当時の通念ともいうべきものであった。したがっ
て，ペティによる戦費を内国消費税で調達すると
いう提案は，当時の伝統的・慣習的観念に対して
大きな転換を迫るものであったのである(43)。そし
て，ペティのこうした見解は，かれから政治算術
的方法を継受したチャールズ・ダヴナント（Charles 
Dʼavenant）やグレゴリー・キング（Gregory King）
などによって，月割税のイギリス経済に及ぼすマ
イナスの効果の観点から，一層強調されることに
なる (44) 。
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